
【復興交付金事業計画の総合的な実績に関する評価様式】 
 

計画名称 山田町復興交付金事業計画 

計画策定主体 山田町・岩手県 

事業期間 平成 23 年度～令和３年度 

計画に係る事業数 119 事業（町事業 91 件、県事業 28 件） 

計画に係る事業費の総額 143,801,334 千円 

 執 行 額 119,908,593 千円 

 交付対象額 119,908,359 千円 

 交 付 額  97,608,179 千円 

東日本大震災による被害の状況に対応した復興まちづくりの現況 

【 被 災 状 況 】  

 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災では、本町では最大震度５強を観測し、その後に

襲来した津波とそれに伴う津波火災により甚大な被害が生じた。 

被害概要は、以下のとおり。 

■人口の状況  19,270 人（H23.3.1） → 14,767 人（R4.3.1） 

 ※住民基本台帳による。 

■人的被害   死者 824 人（震災関連死 83人）、行方不明者１人 

 ※「3.11 東日本大震災 山田町被害概要（令和３年 11月 26 日（金）15 時発表）」による。 

■家屋被害   全壊 2762 棟、大規模半壊 202 棟、半壊 203 棟、一部損壊 202 棟 

 ※「3.11 東日本大震災 山田町被害概要（令和３年 11月 26 日（金）15 時発表）」による。 

■その他の被害 

 ・公共施設 54 建物・施設 2,123,016 千円 

 ・医療衛生施設 上水道 647,164 千円 

 ・水産関係 漁船・養殖施設・漁協施設等 15,439,066 千円、漁港施設 3,950,000 千円、水産加

工業（推計）・水揚げ不足額 4,000,000 千円 

 ・農地農業用施設 田 34ha・畑３ha・農業用水路 1,780,000 千円 

 ・河川道路等土木施設 道路・水路 36 件 400,531 千円、橋６件 123,500 千円、公営住宅 56 戸

500,000 千円 

 ・都市施設等 下水道 647,556 千円 

 ・学校教育 船越小学校 968,000 千円 

 ※「3.11 残し、語り、伝える 岩手県山田町東日本大震災の記録」による。 

【復旧・復興状況】  

本町では、平成 23 年 12 月に山田町復興計画を策定し、「二度と津波による犠牲者を出さない」

という基本理念のもと、平成 23 年～平成 25 年を「復旧期」、平成 26 年～平成 29 年を「再生期」、

平成 30 年～令和２年を「発展期」と位置付け、町の復興を進めてきた。 

住まいの再建に係る基盤整備については、防災集団移転促進事業による高台移転や都市再生区

画整理事業による宅地の嵩上げ、津波復興拠点整備事業、漁業集落防災機能強化事業、災害公営住

宅整備事業により、宅地 1,191 区画、公営住宅 640 戸の整備を行い、平成 31 年２月に完了したこ

とから、これを記念して令和元年６月 30日に「山田町復興記念まちびらき」を開催した。 

また、高台に新たな団地を造成したことから、既存住宅地や団地間を結ぶ高台道路を整備し、津

波被害の際に避難道路の機能を有する道路網を築くことができた。特に町道細浦・柳沢線は、津波



襲来時の山田・織笠地区における国道 45号の代替機能を有しており、また同地区と三陸縦貫自動

車道の山田インターチェンジを結んでいることから、日常生活においても多くの町民に活用され

ている。 

被災したＪＲ山田線（宮古・釜石間）については、三陸鉄道に移管ののち平成 31 年３月 23 日に

三陸鉄道リアス線として全線再開した。 

復興交付金事業計画における主要な事業結果の概要 

●大浦地区漁業集落防災機能強化事業（C-5-1、C-5-3） 

 事業費総額：2,156,672 千円 事業期間：平成 24 年度～令和２年度 

  津波により被災した大浦地区において、高台団地の造成による集団移転や地盤嵩上げ等によ

り、同地区における今後の津波浸水被害に対する防災機能が強化された。また、地区内の集落道

等も整備されたことにより、安全性や利便性を確保することができた。 

 

●大沢地区漁業集落防災機能強化事業（C-5-2、C-5-4） 

 事業費総額：7,689,367 千円 事業期間：平成 24 年度～令和元年度 

  津波により被災した同地区において、高台団地を４団地整備するとともに、地盤嵩上げ等を行

っており、同地区における今後の津波浸水被害に対する防災機能が強化された。また、地区内の

集落道等も整備することにより、安全性や利便性が改善された。 

 

●田の浜地区道路事業①（D-1-1） 

 事業費総額：3,922,788 千円 事業期間：平成 24 年度～平成 30 年度 

  浦の浜地区から田の浜地区にかけて、津波災害時にも寸断されない高台道路を整備した。震災

時には、田の浜地区住民が高台への避難のため利用することで、住宅地の孤立が解消した。 

 

●北浜・山田地区道路事業（D-1-18） 

 事業費総額：6,892,247 千円 事業期間：平成 24 年度～平成 30 年度 

  津波発生時において浸水が想定される国道 45 号線の代替道路としての役割を持ち、新たに整

備される津波復興拠点整備事業公共防災エリアを結ぶ新たな交通ネットワークとなる道路を整

備した。 

 

●災害復興公営住宅整備事業（山田中央）（D-4-5） 

 事業費総額：4,865,982 千円 事業期間：平成 25 年度～平成 28 年度 

  山田地区に 146 戸の集合型災害公営住宅を整備することで、住宅を失った被災者の住まいの

再建を支援した。 

 

●山田地区津波復興拠点整備事業（D-15-1） 

 事業費総額：6,735,191 千円 事業期間：平成 24 年度～平成 29 年度 

 ▼中心市街地エリア 

  陸中山田駅周辺を中心市街地エリアとして位置付け、同地区で計画している都市再生区画整

理事業に先行して商業・業務、医療・福祉、広場等の機能を集約し、隣接して整備する災害公営

住宅と一体となって、災害時には防災拠点となり平常時には交流拠点となる空間を整備した。 

 ▼公共防災エリア 

  陸中山田駅周辺の整備と並行して、三陸縦貫自動車道とのアクセスに便利な高台部を公共防

災エリアとして整備し、公共・公益施設や防災拠点施設の配置により、町民の安全と生活利便を



確保・強化するとともに、併せて安全な住宅地を整備した。 

 

●山田地区都市再生区画整理事業（D-17-6） 

 事業費総額：8,280,664 千円 事業期間：平成 25 年度～令和元年度 

土地区画整理の手法を用いた地盤嵩上げ等により、同地区住民の安全を確保するとともに、市

街地の復興を促進した。 

 

●織笠地区防災集団移転促進事業（D-23-6） 

 事業費総額：7,335,722 千円 事業期間：平成 24 年度～令和２年度 

同地区に新たな高台宅地を造成し、集団移転を行うことで、同地区住民の安全を確保すること

ができた。 

復興交付金事業計画の実績に関する総合評価 

❒復興まちづくりにおける復興交付金事業計画の有用性、経済性 

復興交付金事業計画の実施により、山田町復興計画における「復興の基本理念」である「津波か

ら命を守るまちづくり」「産業の早期復旧と再生・発展」「住民が主体となった地域づくり」を円滑

に進めることができ、有用であった。 

町及び県が実施した 119 事業において、いずれの事業も所期の目的を達成しており、被災者の

住宅再建の後押しや津波に強いまちづくりを実現できたと考えられる。 

基幹事業に併せて実施した効果促進事業（漁業集落復興効果促進事業及び市街地復興効果促進

事業）についても、確定測量・換地設計（土地区画整理事業）、上下水道整備、コミュニティ活動

支援のための集会施設整備など、基幹事業を計画的に進めるために有用であった。 

また、経済性の面においては、国や県の積算基準に基づいた設計の上で競争入札に付すことで適

正価格での実施を図ったほか、大規模な事業については実施体制の整っている（独）都市再生機構

（ＵＲ都市機構）に委託することで、町職員の大量増員が避けられたうえ、確実な執行につながっ

たと評価される。 

この他に、山田町においては国・県・外部有識者を交えて「山田町復興事業推進連絡調整会議」

を開催しており、事業計画の修正や工事の工程調整などにおいて有意義に活用できた。 

❒復興交付金事業計画の実施に当たり、県又は市町村において改善が可能であった点 

特になし。 

❒総合評価 

 復興交付金事業計画に基づいた事業実施により、被災者の住宅再建をはじめ、基幹産業である水

産業の再生、防災機能の強化など、町の震災からの復旧・復興に大きく寄与した。 

また、基幹事業に伴い実施された効果促進事業においても、住まい再建後のコミュニティ活動の

中心となる集会施設の整備や漁業振興のためのオランダ島を活用した漁業体験施設等の整備、復

旧した鉄道の駅舎整備など多岐にわたり、復興を進める上できめ細やかな事業を展開することが

できた点も評価される。 

本町の復旧・復興を早期実現する上で、住宅再建、生業の再生、防災機能の向上などの欠かせな

いメニューを効果的に実施できたことから、復興交付金事業計画は有効であったと評価できる。 

評価の透明性、客観性、公正性を確保するための取組 

事業部局が作成、評価部局がチェックを担当したほか、外部有識者を招いて山田町復興交付金事

業計画実績評価委員会を設置し、評価を実施したことにより、評価の透明性、客観性、公正性を確

保した。 



なお、県事業においては、事業を所管する室課と評価を実施する復興防災部復興推進課とを分離

する取組を実施した（県事業は全市町村で評価部局の分離を実施）。 

担当部局 

山田町政策企画課 電話番号：0193-82-3111 

岩手県復興防災部復興推進課 電話番号：019-629-6935 

  



事業位置図（町実施道路事業・面整備事業等掲載） 

 


